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はじめに 
 本論は、アクティブ・ラーニングが推奨される現在において、教職課程の一科目である「教
育原理」系科目（以下、「教育原理」とする場合がある…筆者注）がどうあるべきか、その
授業構築について検討し、それをふまえて筆者がどのような実践を行おうと考えているかを
示すものである。 
 アクティブ・ラーニングとは、たとえば文部科学省が 2012（平成 24）年に作成した「用語
集」によれば、「教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な
学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修することによっ
て、認知的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る。
発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が含まれるが、教室内でのグループ・
ディスカッション、ディベート、グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニング
の方法である」１）とされる。平成 29 年度版の学習指導要領では、最終的にアクティブ・ラ
ーニングという言葉は用いられず「主体的・対話的で深い学び」と言い換えられた。しかし、
その方向性には変化はないとされる。 
 一方、教職課程科目の一つである「教育原理」は、新しい教職職員免許法によれば「教育
の基礎的理解に関する科目」の一つであり、各科目に含まることが必要な事項として「教育
の理念並びに教育に関する歴史及び思想」が挙げられている。いわば、教職課程の科目の中
で、最も理念的な科目と言える。これまでの授業のイメージでは、「用語集」にある「教員
による一方向的な講義形式」が取られやすい科目である。 
 とすると、アクティブ・ラーニングと「教育原理」は「肌があわない」関係にある。もち
ろん、アクティブ・ラーニングという「方法」を用いて、「教育原理」の理念的な「内容」
を教授すればよい、という結論はあり得る。筆者の最終的な結論もそれをベースにはしてい
る。しかし、アクティブ・ラーニングを単に「方法」と捉えてよいのか、という問題がでて
くる。また、アクティブ・ラーニングという「方法」を用いて、「教育原理」の理念的な「内
容」を教授するという具体例にはどういうものがあるか、が問われることにもなる。 
 「教育原理」の授業に関する先行研究のうち、最も重要な先行研究は、1992 年に牧昌見編 
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著によって発行された『教職に関する科目「教育原理」の研究』である２）。同著は、1978
年度から 1981 年度にかけて科学研究費の助成を受けて行われた「教員免許科目『教育原理』
のカリキュラム開発に関する研究」（試験研究〈１〉）をもとにして作成された。研究にお
いては、大学で行われている「教育原理」系科目の授業について、大学・担当者への全国的
な調査などを行っており、それをもとに同著が執筆された。600 頁を超える大著であり、本
論もそれに負うところが多い。またそれ以外の研究もいくつかある３）。 
 アクティブ・ラーニングに関する著作は数多いが、それに対する批判も最近目につくよう
になった。宇佐見寛による２冊の著作４）、諏訪哲二による著作５）、そして佐貫浩の論文など
６）である。これについては、「おわりに」でふれることにする。 
 本論では、まず「１」において、「教育原理」の概念規定とともに、教育職員免許法にお
ける「教育原理」の位置づけを確認する。そのうえで、「２」において「教育原理」に関す
る中等教育教員養成に関する大学テキスト、「３」において中等教育教員養成に関する大学
での「教育原理」系科目の授業内容、をそれぞれ分析する。これらをふまえ「おわりに」に
おいて、筆者が行おうと考える「教育原理」の授業内容・方法についてまとめる。 
 
１．教育職員免許法における「教育原理」の位置づけ 
（１）「教育原理」の導入と教育原理の概念規定 
 前述した『教職に関する科目「教育原理」の研究』の「第８章 戦後における「教育原理」
の導入過程とその内容」７）においては、教育指導者講習（IFEL）の参加者によってまとめら
れた研究集録について言及しており、「教育原理（Principles of Education）」については、第
６回 IFEL の研究集録第４巻にまとめられている、とする。 
 「教育原理」のコースは、米人講師リチャード・バルー（Ballou, Dr. Richard ニューヨーク
州・デラウェア大学教授）が担当した。研究集録の「序」は、教育原理のコース（授業）の
３つの主要な意義を次のようにまとめている。最初の文以降は省略している。 
  
 １ 教育原理は、総論的あるいは入門的な意味において、教育を全般的、しかも原理的に考察しようと  
するものである。…… 
 ２ 教育原理は、教育に関する基本的理念や原理、思想、方法等に対する理解と訓練を与えることを目  
的とする。…… 
 ３ 教育原理は、教育学の全体に対して、統一的、体系的に位置づけを行うとする。……８） 
  
 解題を執筆した高橋寛人によれば、戦後の新しい教員免許制度では、「教職教養を重視し」
ており、その中に「教育原理」が含まれていたとする。そのために大学で教職科目を担当す
る教員の養成・再教育が不可欠であり、その必要のために IFEL が開催されたのである。と
くに 1950 年度の第５・６期以降の IFEL は、大学の教育学教員の再教育に重点が移るように
なったとする。９）そのコースの一つが「教育原理」であった。まさに、「教育原理」の概念
規定をもとに、大学で教職課程を担う教員が行う「教育原理」の意義を示したのである。上
記の意義にあるように、「教育原理」は、「教育を全般的、原理的に考察し」、「教育に関
する基本的理念や原理、思想、方法等」への理解をはかり、教育学に対して「統一的、体系
的な」位置づけを示そうとするものである。 
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（２）昭和 20 年代の「教育原理」のテキスト 
 前掲『教職に関する科目「教育原理」の研究』の「第８章」の「第５節 「教育原理」の
内容構成」10）においては、昭和 20 年代に発行された「教育原理」のテキストについて、間
瀬正次が分析している。テキスト分析は、「２」において詳しく論じるが、間瀬の分析をこ
こに掲げ、参考とする。 
 間瀬は、上記の IFEL などに日本側講師として参加した海後宗臣が教授をしていた東京大
学教育学部研究室編による『教育研究入門』（学芸図書、1951 年）の発行などで、「教育原
理」研究が発展したとする。さらに 1951 年６月には、教育研究団体の代表としての日本大学
協会が選定し、文部省認定通信教育のテキストでもあった『初等教育原理』を紹介している。
その内容構成は以下の通りであり、（）内は執筆者名と所属である。 
 
 第１章 新しい時代と教師 （周郷博お茶の水女子大学教授） 
 第２章 これまでの教育 （飯田晃三国立教育研究所員） 
 第３章 教育は社会の改善のどのような役割をもっているか （周郷博） 
 第４章 新教育の基本原理 （石山脩平東京教育大学教授） 
 第５章 教育の心理的考察 （青木誠四郎東京家政大学学長） 
 第６章 教育課程研究の動向 （五十嵐清止東京学芸大学助教授） 
 第７章 学習指導法 
     （長坂端午文部省初中局初等科〈ママ〉文部事務官・室井光義東京都板橋第六小学校） 
 第８章 学級運営の効果をあげるにはどうしたらよいか 
     （宮田丈夫東京学芸大学助教授・松村謙追分附属小学校校長） 
  第９章 ガイダンス＝プログラムの内容 
     （小宮山栄一東京教育大学講師・伊藤一郎東京学芸大学豊島附属小学校教諭） 
 第 10 章 評価は教育計画の改善にどのように役立てるか 
     （伊藤忠二文部省初中局初等教育課文部事務官・大石譲東京都白金小学校校長） 
 第 11 章 学校内において、民主的協力はどのように実現されたらよいか 
     （武田一郎文部省初中局初等教育課文部事務官・栗原静一東京学芸大学世田ヶ谷小学校教諭） 
 第 12 章 教育法規と教育財政 （平間修内閣総理府内閣審議室事務官） 
 
 教育の役割、内容、方法・評価、学級経営、行政といった基本的な内容が網羅されている。
また民主主義という新しい時代になったことを示す、ガイダンスなどの内容が示されており、
興味深い。 
 間瀬は、「これを契機として、大学関係者が単独でまたは共同の執筆で、大学における「教
育原理」のテキストを次々に出版している」とする。そして「昭和 20 年代の代表的な」テキ
ストを、昭和 25 年で６冊、昭和 27 年で３冊、昭和 28 年で３冊をとりあげている。これをみ
ると、上記の『初等教育原理』よりも早く発行されているものもそこには含まれている。そ
のなかで、海後宗臣『教育原理』（朝倉書店、昭和 25 年）を「従来の教育哲学的な理論や寄
せ集め的菜教育科学総説を廃して」いるとし、また中島太郎『教育原理要綱』（岩崎書店、
昭和 28 年）を「その後の「教育原理」のテキスト作成にオーソドックスな事項や項目をほと
んど提示している」と、それぞれ評価している。 
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 以上から間瀬は、「教育原理」の「カリキュラム・イノベーション」を考えるにあたって、
以下の３つの「問題提起と課題解決」を提案している。 
 
 １、「教育原理」が教育学研究への導入並びに総括であるとすれば、現代における教育科学の理論に基  
づいて、その内容を実践的に体系づける必要があること。 
  ２、「教育原理」を教員養成課程の中核的な実践学であると考えると、教育諸問題の理論的解明ととも  
に、実践的な究明の面が強調されるべきこと。 
  ３、「教育原理」の教授と学習に当たっては、教育現場の長い経験があり教育研究にすぐれた実践のあ  
る教師が、適正の規模（受講生約 50 名）の講座において継続的な授業を行うことによって、教育者と  
しての使命感と教育研究者としての専門性とを養うように努力すべきであること。 
 
 前述したリチャード・バルーによる IFEL における意義に加えて、「教育原理」を「導入
並びに総括」と位置づけ、「理論的解明とともに、実践的な究明の面」を強調している。担
当する人間としては「教育現場の長い経験があり教育経験に優れた実践のある教師」をあげ、
さらに「受講生 50 人」という適正規模を示している点が注目される。 
  
（３）1949 年、1954 年教育職員免許法における「教育原理」の位置づけ 
 1949 年 11 月１日施行の教育職員免許法施行規則は、その第６条第１項で、次のように規
定していた。 
 
 免許法別表第一に規定する中学校又は高等学校の教諭免許状の授与を受ける場合の教職に関する専門科
目の単位は、「教育心理学、児童心理学（成長の発達を含む。）」、教育原理（教育課程、教育方法及び指
導を含む。）、教科教育法及び教育実習について、それぞれ三単位以上を修得しなければならない。11） 
 
 これをみると、当時は「教職に関する専門科目」は教育実習を含んで、４科目しかなかっ
たことがわかる。そのなかで「教育原理」は、教育課程や教育方法、そして指導などを含む
内容をもつ、中核的な科目だった。「教職に関する専門科目」全体の修得単位数は、中学校
一級・高等学校二級の普通教諭の場合 20 単位であり、そのうちの３単位が「教育原理」にあ
てられた。さらに単位数を増して開設することも可能であった 12）。 
 さらに 1954 年 10 月 27 日施行の教育職員免許法施行規則では、その６条第１項で「教育原
理」に関して、次のように規定していた。 
 
 免許法第五条別表第一に規定する小学校、中学校、高等学校又は幼稚園の教諭の普通免許状の授与を受け
る場合の教職に関する専門科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 
 教育原理 中学校教諭  一級普通免許状  三（二） 
                         二級普通免許状  三（二） 
      高等学校教諭 一級普通免許状  三（二） 
                         二級普通免許状  三（二）  
 
  備考二 中学校又は高等学校の教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教育原理、教育心理学、青年      
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心理学、教科教育法及び教育実習は、中学校及び高等学校の教育を中心とするものとする。13） 
 
 上記と同様の単位数であり、「教育原理」はやはり中核的な科目とに位置づけられている。
なお「教職に関する専門科目」全体の修得単位数は、中学校一級・高等学校二級の普通教諭
の場合 14 単位である。 
 
（３）1989 年、1998 年の教育職員免許法における「教育原理」の位置づけ 14） 
 1954 年の施行規則は、「教育原理」に関する単位数などについては、原則として大幅な変
更がないまま続く。その状況が大きくかわったのが、1989 年の免許法改正である。この改正
は、免許状の種類の改善、免許基準の引き上げを内容とするものである。すべての教職員に、
急速に変化している時代や社会に十分に対応しうる実力を養成し、専門家としての自覚を促
すため、教員免許状取得のための総単位数は 59 と変化はないが、「教科に関する科目」が
40 単位から 20 単位に削減される一方で、「教職に関する科目」の単位数が増加され、さら
に「教科または教職に関する科目」が新設された。 
  「教育原理」に関連する事項としては、「教職に関する科目」の構成が変わったことが挙
げられる。これまで教職専門科目の中核であった「教育原理」と「教育心理学、青年心理学」
といった科目名称が、変更となったのである。その代わり、「教育の本質及び目標に関する
科目」「幼児、児童、生徒の心身の発達及び学習の過程に関する科目」「教育に係る社会的、
制度的、又は経営的事項に関する科目」「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を
含む）に関する科目という名称となり（以上がいわゆる「第二欄」という科目区分を構成す
る）、さらに、関連科目として「特別活動に関する科目」「生徒指導、教育相談及び進路指
導に関する科目」が取り上げられた。 
 ある意味で「教育原理」の内容があらたに３つに分割され、扱う内容が減少したと言える。
また第２欄の単位数は総計として８単位（中学・高等学校一種の場合）であり、「教育原理」
の科目を「教育の本質及び目標に関する科目」とみなすならば、単純に分割して２単位配当
となった。 
 さらに、1998 年にも免許法改正が行われた。選択履修方式による養成カリキュラムの大幅
な弾力化、専門的分野の学問的知識よりも子どもとの関係や教授法を重視する教職に関する
科目の充実が図られた。たとえば、「教職の意義等に関する科目」（２単位）が新設され、
中学校の「教育実習」が３単位から５単位へ引き上げられた。「生徒指導、教育相談及び進
路指導等に関する科目」も２単位から４単位へ引き上げられ、カウンセリングに関する内容
も必修化された。「総合演習」（２単位）も新設された。以上から、「教職に関する科目」
は中学校一種で 19 単位から 31 単位へと大幅に増加した。 
 「教職に関する科目」の枠組みも変化した。上述のように「教職の意義等に関する科目」
という枠組みが新設され、従来のものも「教育の基礎理論に関する科目」「教育課程及び指
導法に関する科目」といった枠組みに含み込まれることになった。さらにその枠組みごとに
「各科目に含めることが必要な事項」という欄ができ、「教育の基礎理論に関する科目」で
は、「教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想」といった事項が示された。「教育原理」
はこの事項に該当する科目として、多くの大学で位置づけられることになった。当然、「教
育原理」の内容は、いわゆる「哲学」と「歴史」に、より限定されることになった。 
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（４）2017年の「教職コアカリキュラム」における「教育原理」の位置づけ 15） 
 2016年 11月に教育職員免許法が改正され、2019年度入学生からは改正免許法などに基づ
く教員養成が行われることになった。その中核は、教職課程におけるコアカリキュラムの導
入である。教職課程コアカリキュラムは、免許法などで定められた教職関係科目のうち、現
在の「教職に関する科目」の各科目について、学生が修得すべき資質能力を共通的に示し、
そこに至るために必要な学習内容や到達基準を構造的に示すものである。 
 「教育原理」は、「教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想」を含みこむべきとされ
ている。そのうえで、この部分の「教職コアカリキュラム」を掲げると次のようになる。 
  
全体目標 教育の基本的概念は何か、また、教育の理念にはどのようなものがあり、教育の歴史や思想にお
いて、それらがどのように現れてきたかについて学ぶとともに、これまでの教育及び学校の営みが
どのように捉えられ、変遷してきたのかを理解する。 
（１）教育の基本的概念 
 一般目標：教育の基本的概念を身に付けるとともに、教育を成り立たせる諸要因とそれら相互の関係  
を理解する。 
 到達目標： 
  １）教育学の諸概念並びに教育の本質及び目標を理解している。 
   ２）教員・家庭・学校など教育を成り立たせる要素とそれらの相互関係を理解している。 
（２）教育に関する歴史 
 一般目標：教育の歴史に関する基礎的知識を身に付け、それらと多様な教育の理念との関わりや過去か     
ら現代に至るまでの教育及び学校の変選を理解する。 
 到達目標： 
  １）)家族と社会による教育の歴史を理解している。 
  ２）近代教育制度の成立と展開を理解している。 
  ３）現代社会における教育課題を歴史的な視点から理解している。 
（３）教育に関する思想 
 一般目標：教育に関する様々な思想、それらと多様な教育の理念や実際の教育及び学校との関わりを理     
解している。 
 到達日標： 
  １）家庭や子供に関わる教育の思想を理解している。 
  ２）学校や学習に関わる教育の思想を理解している。 
  ３）代表的な教育家の思想を理解している。 
 
 目標は当然内容を反映しているわけであり、ということは「教育原理」の内容が詳細に示
されたと言える。たとえば教育の歴史についてみるならば、「古代・中世」といった歴史区
分は示されておらず、おそらくその代替として「家族と社会による教育の歴史」という言葉
が使用されている。 
  
２．「教育原理」テキストの内容構成 
 （１）1979年までのテキスト 
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 以上をふまえて、具体的に「教育原理」テキストの構成・内容を見ていきたい。ここでは
まず 1979 年までのテキストについて分析する。 
 前掲『教育原理の研究』の「第４章 「教育原理」関係図書の分析」16）は、「教育原理」
で使用されている教科書 129 冊について、その内容構成について分析している。この場合の
「教育原理」は、幼稚園・小学校教員養成向けのものも含まれている。内容分析を担当・執
筆した若井彌一は、結論として「教育原理テキスト」の「有する学術的性格と教科書的性格」
も、「全体的にみてれば肯定的な評価を与えるに十分な条件を満たしているとはいえない」
とする。その意味する点について、筆者なりにまとめると次の四点となる。 
 その第１点は、図書で使用されている述語の問題である。教育学関係の文献では「～すべ
き」「～ねばならない」といった当為論的もしくは規範的用語が比較的多く使用されている、
ということである。 
 第２点は、テキストの章・説の名称及び構成の仕方が、多くの図書で類似していることで
ある。テキストは共著によるものが圧倒的に多く、執筆者の専門領域とテキストの構成の仕
方との関連性を解明する必要がある、というのである。 
 第３点は、テキストの内容領域は、①教育の本質（意義、目的）、②教育の内容、③教育
の方法、④教育の制度・政策・行政、⑤教師論もしくは教職論という５つの広がりを持って
いるということである。別の部分での言及であるが、索引項目に取り上げられている事項・
用語に共通性は少なく、参考文献を掲げていないテキストが多く（33％）、引用を明示して
いるテキストは約半数に過ぎない、ともしている。 
 第４点は、上記の３点が「狭義の内容そのものの分析として不十分」であるということで
ある。「内容分析の核心は、各図書の記述内容それ自身の分析に求められるから」であると
する。そのための方法として、全てのテキストを分析するのではなく、特徴的な図書に限定
せざるを得ないとしている。               
 なお表１－１に、1979 年までのテキスト２点の目次を掲げたが、上記の４点の多くがあて
はまる。たとえば、下程勇吉編著『教育原理』（①）の目次構成は、若井の第３点をそのも
のである。782 頁にもおよぶ大著である『資料解説 教育原理』（②）の目次構成もほぼ一 
 
表１－１ 1979 年までのテキスト 
 
 
①教育原理 ②資料解説　教育原理
下程勇吉編著　13名による共著 教師要請研究会編著　47名による共著
法律文化社　1966年　 学芸図書　1973年（1981年改訂版）
276頁　縦書き 782頁　横書き
　はしがき 　序　教育学研究の諸方向
　第一章　　教育原理とはなにか 　Ⅰ　教育とはなにか
　第二章　　教育の本質 　Ⅱ  教育の目的
　第三章　　教育の目的 　Ⅲ　教育の内容
　第四章　　教育の内容 　Ⅳ　教育の方法（１）－教授学習の方法－
  第五章　　教育の方法[Ⅰ]－学習指導 　Ⅴ　教育の方法（２）－生活指導－
　第六章　　教育の方法[Ⅱ]－生活指導 　Ⅵ　教育の経営
　第七章　　教育の方法[Ⅲ]－教育評価 　Ⅶ　教育の制度
　第八章　　家庭教育 　Ⅷ　教師
　第九章　　学校教育 　附録　
　第一〇章　社会教育
　第一一章　教育行財政
　第一二章　日本の教育
　第一三章　教師論
  付録
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緒である。 
 
（２）1989年までのテキスト 
 続いて 1989年までに発行されたテキストを分析する。この年度までのテキストは、前述し
たように、教育職員免許法において教育に関する専門科目の筆頭に「教育原理」が位置づけ
られ、中等教育について３単位が必修とされていた時期である。筆者は、本学図書館に所蔵
されている、中等教育関係の「教育原理」テキスト約 60冊を調査した。（１）ですでに行っ
たように、それを年代ごとに分けて分析する。1989年までのテキストは８冊を対象とし、そ
れをまとめたのが表１－２である。 
 大浦猛編著『教育原理』（⑤）や柴田義松編著『ポイント教育学 教育原理』（⑨）など
のように、1979年までのテキスト同様のオーソドックスな内容が、依然として発行されてい
る。一方で、吉田昇他編『中等教育原理 教育学（２）』（③）は、中等教育に限定して叙
述した珍しいテキストである。「２章 中等教育の型」といった中等教育に限定した問題が
取り挙げられている。また堀尾輝久他編著『教育の原理Ⅰ－人間と社会への問い』（⑥）の
「第７章 社会教育と生涯学習－地域社会と教育・学習」といった「生涯学習」への着目が
あるテキストも発行されるようになった。さらに『教育の原理とその展開』（④）のように、
この時期を「転換期」と捉えて「第四部 転換期の教育問題－その構造と克服のみちすじ－」
といった内容を設定したテキストも発行された。手塚武彦編著『教育原理－改革期の教育』
（⑩）も同様の傾向をもつ。 
 以上、この時期は、中等教育に限定したり、生涯学習への着目、時代を意識したものなど、
オーソドックスな内容を超えるテキストが発行された時期といえる。 
 
（３）1998年までのテキスト 
 1989年の教育職員免許法改正においては、前述したように、教職課程の教育の中で従来教
職専門科目の中核であった「教育原理」と「教育心理学、青年心理学」といった科目名称が
施行規則から姿を消した。その代わりに「教育の本質及び目標に関する科目」と言った名称
でおかれることになったが、多くの大学では引き続き「教育原理」を配置し続けた。この時
期の「教育原理」関係のテキストを筆者は本学図書館において４冊を確認し、分析対象とし
た。表１－３がそれである。 
 まず磯貝芳司他共著『教育原理』（⑫）のように、これまでの非常にオーソドックスな内
容構成をもつテキストがある。また西村皓他編著『教育の探求 この未知なるもの』（⑪）
のように依然として「教師論」に関係する章をおいているテキストもある。なお、このテキ
ストは「Ⅴ 教育事象へのアプローチの仕方」という章をおいて、教育に関する研究方法論
を提示しているユニークなテキストである（ただし、これが唯一というわけではない）。一
方で、田嶋一他共著『やさしい教育原理』（⑭）のように「教師論」に関係する内容が削除
されたテキストも登場している。 
 以上、この時期は、オーソドック内容をもつテキストがありつつ、方法論を意識したテキ
ストもあり、また。「教師論」に関連する内容が削除されているテキストもあらわれた時期
といえる。 
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   表１－３ 1998 年までのテキスト 
 
 
（４）1998 年以降のテキスト 
 1998 年の教育職員免許法改正においては、前述したように教職に関する科目の修得単位数
が大幅に増加し、その枠組みも大きく変化した。「教育の基礎理論に関する科目」という枠
組みが設定され、その科目に含めることが必要な事項として「教育の基礎理論に関する科目」
があり、「教育原理」はこの事項に該当する科目として、多くの大学で位置づけられること
になった。それらのテキストは表１－４にまとめた。 
 山﨑英則他編著『新しい教育の基礎理論』（⑯）や田代直人他編著『教育の原理－教育学
入門』（⑱）など、オーソドックスな内容をもつテキストも発行されているが、「教師」に
関する章はない。一方で、汐見稔幸他編著『よくわかる教育原理』（ ）や佐々木正治編著
『新中等教育原理』（⑲）には「教師」に関する章がある。なお⑲の「13 章 これからの中
等教師」は筆者が執筆したものである。 
 また、科目区分から「教育原理」の内容が、いわゆる「哲学」と「歴史」により限定され
ることをうけて、その内容に限定したテキストも発行されるようになった。牛渡淳『改訂 教
育学原論－教育の本質と目的』（⑮）や佐久間裕之編著『 教育原理』などである。また、
田井康雄編著『不確実性の時代に向けての教育原論－教育の原理と実践と探求－』（⑳）の
ように「原理」「現実」という部のあとに、今後の時代を「不確実性の時代」として捉えて
課題を提示しているテキストもある。 
  筆者が分析した最も新しいテキストが、古屋恵太編著『教育の哲学・歴史』（ ）である。
いわゆる「哲学」と「歴史」を内容としているが、「導入」で編者が記しているとおり、「歴
史的順序で章の構成を行わず、原理系科目で必要とされる内容」を抽出して章立てをしてい
る。タイトルは「考えてほしい大きな問いを学生に大きな投げかけるトピック形式」にして
いる。また章末には、学生が予習してくることを前提にして「学生相互のディスカッション 
⑪教育の探求　この未知なるもの ⑫教育原理 ⑭やさしい教育原理
西村皓・鈴木慎一編著　14名による共著 磯貝芳司ほか９名による共著 田嶋一ほか３名による共著
ぎょうせい　1990年 学術図書出版　1991年 有斐閣　1997年（2011年新版補訂版）
全225頁　横書き 260頁　横書き 321頁
Ⅰ　教育論の構造と変遷 　第１章　教育の意義 　第１章　教育とは何か
　１章　教育論の構造 　第２章　教育の目的 　第２章　学校とは何か（１）　学校の成り立ち
　２章　教育論の変遷 　第３章　教育の内容 　第３章　学校とは何か（２）　日本の学校
　３章　現代日本における教育思想 　第４章　教育の方法 　第４章　こころとからだを育てる
Ⅱ　教育論を規定しているもの 　第５章　学校組織と学級経営 　第５章　よりよく学ばせ、教えるために
　４章　教育と環境 　第６章　学校制度と教育行財政 　第６章　教育評価とは何か
　５章　教育と社会発展 　第７章　教師 　第７章　授業の可能性・学校の可能性
　６章　発達と人間 　第８章　生涯学習 　第８章　教師の仕事
Ⅲ　現代の学校教育とその改革 　資料編 　第９章　青年期と教育
　７章　学校教育と人間形成の構造 ⑬教育の基礎 　第10章　社会教育と生涯学習
　８章　学校化社会 倉田侃司・山﨑英則編著　７名による共著 　第11章　教育への権利と「子どもの権利条約」
　９章　学校改革の動向 ミネルヴァ書房　1992年 　第12章　よりよい教育を求めて
Ⅳ　職業としての教師 183頁　横書き APPENNDIX：資料
　10章　教師養成制度 はしがき 索引
　11章　教職の専門性 　第１章　教育は今、どうなっているのか
Ⅴ　教育事象へのアプローチの仕方 　第２章　教育とは何かを考える
　12章　教育事象の研究法 　第３章　学校を問い直す－学校の過去、現在、未来－
　資料編 　第４章　学びたくなる教育内容を
　索引 　第５章　どの子にも学ぶ場を
　第６章　義務教育から権利教育へ
　第７章　人間を育てる教師
　付録　　教育関係等法規資料
　事項索引
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やグループワークを可能とする問い」を設定している。さらに、「導入」には「２ 教職課
程コアカリキュラムとのかかわり」という節もある。編者が、「教職課程コアカリキュラム
の在り方に関する検討会」の実務を行うワーキンググループの一員であったことと関連して
いるようである。編者はコアカリキュラムの目標を各々の章に入れるように執筆者に加筆な
どをお願いしたようであるが、それがテキストとぴったり一致するわけではないとし、５つ
のコラムを設けたとする。そして章を９つにしたのは、「大学や大学の属する地域の特性、
授業担当者の専門を活かした授業ができるように」という考えからだという。2017年の教育
職員免許法改正に則ったテキストと言えよう。 
 以上、この時期には、オーソドックな内容の中に含まれていた「教師」「内容」「方法」
といった項目が、テキストからだんだんと消えていった。また 2017年の教育職員免許法を反
映したテキストも発行されるようになった。 
 
（５）索引や参考文献 
 前述した『教職に関する科目「教育原理」の研究』第４～６章にかけても、「教育原理」
関係図書の分析を行っている。そのうち、若井彌一が執筆した第４章のまとめは前述したが、
その視点の一つに、索引や参考文献の有無があった 17）。若井は、まず索引について、十分
な索引がつけられていないとし、「取り上げるべき項目の重要性についての共通認識は全体
的にきわめて低い」としている。本論で取り上げたテキストのうち、索引がないのは 23冊中
９冊である。 
 また参考文献について、分析対象とした 129冊のうち 44冊（33％）のテキストに参考文献
が掲げられていない事実を指摘している。本論で取り上げたテキストにおいては、資料や付
録といったかたちも含めて、23冊中 14冊が取り上げている。 
 若井はこれらの点から「教育原理」関係図書は「純粋な学術入門書というより、むしろ、
教育現実（それは当然、社会現実を反映している）を要領よく解説した性格になっている」
とまとめている。 
  
３．大学での「教育原理」系科目の授業内容 
（１）道内の大学における「教育原理」系科目の目的（目標） 
 続いて、中等教育教員養成を行っている大学における「教育原理」系科目の講義が、実際
にどのように行われているかを分析する 18）。調査した大学は道内 10大学であり、その内訳
は国立大学１校、私立大学９校である。最後の J 大学は、「教育学入門Ⅱ」という科目も配
置しており、いじめ、体罰といった「人と人が関わる場としての教育」についての講義も行
っているが、後半部分が教育心理学の内容のため、ここでは紹介しない。これら 10大学につ
いて、講義概要を記したシラバスをもとにして、その講義の目的（目標）、方法、内容とい
った視点から分析する。 
 まず、目的（目標）である。以下では大学名をイニシャルにして掲げる。大学名のあとに
は、講義名、担当者の属性（非常勤か否か、なお担当はすべて男性である）、開講時期、単
位数、授業の種類（記してある大学のみ）を記した。目的（目標）は、シラバスの形式によ
っては、「目的および概要」と「到達目標」を分けたり、項目の順番が違っていたりと若干
の違いがあるが、それは無視する。 
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①A 大学 （教育原理 非常勤 １年後期 ２単位 講義） 
講義の目的および概要 
 (1) 教育の目的を「教育基本法」から考える｡ 
 (2) 現代の子ども・生徒の実態（体・心の状態、知的学習過程の実態、など）を学ぶ｡ 
 (3) 教員の仕事（教職の意義、教員の役割・職務内容、など)を学ぶ｡ 
 (4) 授業づくりの意義と課題について学ぶ｡ 
到達目標 
 (1) 教育の目的を「教育基本法」から考える。 
  (2) 教員の仕事とは何かを知る。 
  (3) 子どもらの知的・科学的認識を深める教育実践研究を学ぶ。 
 
②B 大学 （教育原理 専任 １・２年後期 ２単位 講義） 
授業概要 
 教職に関する他の科目を履修するために必要な基礎・基本を「教育の本質や現代の教育現象」から学ぶ。
主なテーマは３つある。  
 １ 教育とは何か，人間形成はどのようにしたらよいのかを考える。  
 ２ 日本の教育の歴史の概要と現代の学校教育の現状を理解する。  
 ３ 現代の教育問題への理解を深め、未来の教育のあり方を考え、その展望を考える。 
授業の目標 
 教育の本質を理解し、視聴覚教材を通して、現代の教育問題から未来の教育のあり方を考える。 
 
③C 大学 （教育原理 非常勤 講義 ２単位）  
授業の目的 
（ねらい）中学校、高等学校の教師をめざすにあたって、皆さんがこれまで経験してきた教育、とくに学校
教育を振り返りつつ、教育・学校について、その歴史、制度、実態から見つめ直す。それにより、教育、学
校について、経験的に語ることから一歩進めるようになることをめざす。 
（到達目標） 
 (1) 教育が直面している課題を経験的に語ることができる。 
 (2) 現代の教育を、歴史的な視点から理解できる。 
 (3) 教師をめざすことを制度および歴史の視点から考えることができる。 
 
④D 大学 （教育学原論（教育史を含む） 非常勤 １年前期 ２単位） 
授業のねらい     
 子ども・若者の育ちに関わる現代的な問題を通して、現代社会における教育と学校の役割を考察すること
を目的にしている。    
履修者が到達すべき目標     
 １．子ども・若者の育ちに関わる事象を教育学的に考察できるようになる。 
 ２．履修者がこれまでの自身の被教育体験を対象化・相対化して教育をめぐる現代的課題を取り組める  
ようになる。    
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⑤E 大学 （教育原理 専任 ２年 ２単位） 
テーマ 
 教育とはなにかを考え実践する、地域共創の担い手としての教員に必要な力の基礎を形成する。 
到達目標 
 教育や学校がなにを目的に、なぜつくられてきたのかを理解し、その本質に照らして現状を考えることが
できる。    
授業概要 
 教育や学校は、現在の私たちにとっては所与・自明の存在である。しかし、教育も学校も、長い歴史の中
で社会的に創出されてきたものである。 
 教育の原理とはなにか、すなわち教育がどのような理念にもとづき、どのような仕組みで営まれてきたの
かを、過去の歴史や思想に学ぶことからはじめる。そこで得られた知見を参照しながら、現在の日本の学校
教育の現状と課題について考察する。   
 
⑥F 大学 （教育学（A） 専任 ２単位） 
授業の目的および概要 教育学概論 
 教育学は英語ではペダゴジー（pedagogy)。聞きなれない言葉だが、語源的にはなかなか深い含蓄がある。
その歴史は古代ギリシアに遡り、支配階級の子ども（パイス）の世話役を担わされた＜教育奴隷＞に由来す
るといわれる。その名は、「パイダ・ゴーゴス」。この講義では、こうした人類社会のむかしにまで遡る「教
育」について考える。言葉の定義や本質規定を参照しながら、また日本と西欧社会の比較を交えながら、学
問的な理解をも重視して、教育とは何かへの理解を深め、教育の思想を鍛える、という授業目標に接近する。 
 授業の柱立ては次のとおり。 
①教育学の歩み、②子どもと社会、③ユニークな学校と教育の多様なかたち、④教育定義の試み、⑤現代学
校の成り立ち・歴史、⑥教師と生徒の関係、⑦教育と世代と文化の問題。 
 そして、それらのなかから各論的なテーマやトピックについて紹介し、検討する。また、時々グループ討
論も取り入れる。 
 最終的には、教育学(ペダゴジー)におけるいくつかの基礎的な概念の理解を通じて、現代の教育について、
独りよがりに終わらない見解をもち、受講者自らが一定の「教育」の定義を試み、そのことを通じて〈教育
の本質〉の理解に迫る。 
 そのために、①中間レポート、②学期末の試験、が課される。 
到達目標 
 教育学のなかの基本的用語を理解すること。また各自の教育の定義を試みて、それを解説できるようにな
ること。教育現象の多様性と本質を考察できるようになること。 
 
⑦G 大学 （教育学概論 専任 ２単位 1 年） 
授業のねらい・授業のテーマ  
 社会の環境変化にともない、日本の教育はこれまで数々の課題に直面してきた。受験競争、不登校、いじ
め、学級崩壊、学力低下、格差、貧困、等々。これらの課題に応えるため、そのたびに教育改革が提唱され、
様々な手直しが行われてきた。そこでは、繰り返し公教育の存在理由が問い直され、その批判的な再構成が
試みられてきた。それゆえ、現代の教育課題に取り組むためには、近代が生み出した公教育とはいかなるも
のかについて基本的な理解を得ることが欠かせない。本授業では、現代日本の教育に題材を求めながら、具
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体的かつ理論的な考察を行う。    
学習目標  
 １．近代の公教育の基本的特徴について的確に理解する。 
 ２．それに照らして、今日的な教育課題をどう捉えればよいか、自分なりの視点・考え方を形づくれる  
ようになる。    
 
⑧H 大学 （教育原理 専任 １年前期 ２単位 講義） 
授業概要 
 現在我々が直面している教育の諸問題について、どのように対処していったらよいかについて考えたい。
講義の流れとしては①教育の理念、②西洋教育思想、③日本教育史、④教育課程（カリキュラム）、⑤現代
の教育問題を順に扱う。①教育の理念では、教育とはなぜ人間に必要か、そして社会の中で人間はどのよう
な目的の下に教育されるべきかを講義する。②西洋教育思想では西洋における著名な哲学者の教育理念を紹
介することによって、人間形成が如何に思惟され、そして教育者のあるべき姿が奈辺に求められてきたかを
講義する。③日本教育史では主に明治以降の教育の歴史が、さまざまな理念のもとでどのように展開したか
を講義する。④教育課程（カリキュラム）では、近代の公教育がどのように成立したか、そして学校におけ
る教育課程がどのように論じられているのかを講義する。⑤現代の教育問題では、国際理解教育と生涯教育
を例に考察し、国際化の進む現代における教育の課題を講義する。 
到達目標 
 将来教育者となる際に必要となるであろう、教育学の基礎知識の修得をめざす。 
 ①教育の理念            ②西洋の教育思想および哲学的概念 
 ③日本における教育の歴史の概略   ④学校の制度とカリキュラム 
 ⑤教育の現代的課題 
 また現代の教育が抱える問題を講義することによって、教育者になろうという意欲が熱意を喚起すること
を目的とする。 
 
⑨I 大学 （教育原理 専任 ２年前期 ２単位） 
授業のねらい    
 「教育を受ける者」から「教育を提供する者」に、履修者自らのまなざしを転換し、「教育や学びとは何
か？」という問いに一定の答えを提示することを目指す。    
到達目標    
 １．教育思想家が、現在の教育にどのような影響を及ぼしているのかを理解できる。 
 ２．教育において多様な個性をどのように活かすべきかを考えることができる。 
 ３．教育や学びに関わる書籍を、1 冊は読む。 
 ４．今まで当たり前だと思っていた現在進行系の教育事象に対して、疑問を持つことができる。   
 
⑩J 大学 （教育学入門Ⅰ 専任３人 ２単位 1 年～） 
キーワード 教育問題、授業、学校、家族、貧困、民主主義、自己  
授業の目標             
 教育学の目的は教育問題の解明にある。この講義では教育学の対象たる教育問題の諸相を把握することに
より、現代社会における教育学の意義と価値を検討することを目標とする。 
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到達目標             
 以下の課題を達成できるようになることを目標とする。 
 ・現代の教育問題について理解し、現代社会の課題を人間発達との関連で読み解くことができる。 
 ・教育問題を解明するための課題と方法の概要について理解できる。 
 ・教育学と関連諸科学との関連と区別について理解できる。  
授業計画（の一番上に以下の文あり…筆者注） 
教育問題の諸相を確認しつつ、現代社会への教育学の挑戦の課題と方法を検討する。主要なテーマは以下の通りである。
（以下は、授業計画に記す…筆者注） 
 
 まず、全体的な概要を記す。名称については、「教育原理」としている大学は６つであり、
それ以外に「教育学原論（教育史を含む）」「教育学（Ａ）」「教育学概論」「教育学入門
Ⅰ」がある。専任が担当している大学は７つであり、複数での担当は１大学のみである。担
当者の専門は、以下にみるように様々であり、教育哲学・教育史に偏ってはいない。開講時
期は多くは１年からとなっており（６つの大学、ただし不明２大学あり）、「教育原理」が
教職課程の「導入科目」である傾向を示している。ただし、いわゆる「教師論」を一番はじ
めの科目として配置している大学も多い。単位数はすべて２単位であるが、Ｊ大学のみ回数
が 10 回となっている。 
 続いて、個別の大学の特徴を記す。A 大学は、「教育基本法」を基軸に考える目標であり、
子どもの実態と教員の仕事の理解をも目標とする。また「授業づくりの意義と課題」も含ま
れているのは、担当者が教育方法論の専門家であるからであろうか。B 大学は、いわゆる「哲
学」「歴史」そして「現代の問題」を理解することを目標とするオーソドックなものである。
担当者はカウンセリングの研究を多く発表している。C 大学は、教育史を専門とする非常勤
講師が担当しており、教育の制度および歴史を中心にして理解することを通して、学生の教
育経験を相対化する意図をもっている。D 大学も現代的な教育問題に対して学生の経験を相
対化して理解していくという目標である。担当は、生徒指導など、教育実践学を専門とする
専任教員である。Ｅ大学は、教育行政を専門とする専任教員が担当しており、教育と学校の
理念・歴史を理解し、そこから現代の教育課題を考察している。 
 Ｆ大学は、教育哲学を専門とする専任教員が担当しており、教育学（ペタゴジー）におけ
るいくつかの概念を理解し、さらに学生自身が「教育」の定義を試みることによって、教育
の本質に迫ろうとしている。Ｇ大学は、教育行政を専門とする専任教員が担当しており、近
代公教育の基本的理解の特徴を理解させることを目的とする。その上で、今日の教育課題に
ついて、学生自身の考え方を形作らせるように試みている。H 大学は、教育方法学を専門と
する専任教員が担当しており、理念や思想（哲学）、歴史に続いて、学校の制度とともにカ
リキュラムを取り上げている。I 大学は、比較教育学を専門とする専任教員が担当しており、
教育思想家の役割を通して、現在の教育事象を検討させている。また「多様性」を教育にど
う活かすかについても考えさせている。E 大学と同様に、学習者から教育者へのまなざし（視
点）の変化を重視している。J 大学は、今回分析した 10 大学のなかで、唯一３人の専任教員
で担当している大学である。社会教育、社会福祉学、教育行政学専攻の教員である。教育問
題の解明を目標とし、現代社会における教育学の意義と価値を検討させようとしている。そ
の際に、教育学と関連諸科学との関連と区別に注意を払っている。 
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 以上、各々の講義は、「教育原理」の内容であると考えられる「哲学」や「歴史」を基礎
にして、今日の教育課題について学生自身がどのように考えるかという見方・把握の仕方を
学ばせようとしていると思われる。そのため、教育を受けてきた人間としての体験をふまえ
つつ、それと相対化・客観化する方法論をみにつけ、教育を提供する人間へと成長させよう
としている。別の言い方をすれば、自明であった学校や教育を受けるという行為について、
今一度、新鮮な気持ちで考えさせようとしている。 
 歴史の学び方としては、通史ではなく、担当者によって、思想家を中心にして理念を中心
にしたり、公教育制度、カリキュラムなどの問題別に把握させたりという様々な内容がある。 
 
（２）方法（事前・事後学習、進め方、評価などを含む） 
 続いて、「教育原理」の授業の教育方法について分析する。ここでは、「講義方法」とい
った項目だけではなく、「事前・事後活動」「授業外学習」「進め方」「備考」「評価」な
ども含めて掲げる。また、記述がなかった部分は削除し、また資格についての記述も掲げな
かった。 
 
①Ａ大学 （教育原理 非常勤 １年後期 ２単位 講義） 
講義方法  講義形式とグループ討論形式を併用して進める。 
成績評価基準  各授業時提出するレポート 75％、期末レポート 25％の評価による。 
テキスト・参考文献  必要に応じてビデオなどを使用する。参考文献は講義中にその都度紹介する。 
授業外学習  授業中に紹介する参考文献を中心に３つの到達目標について自己学習に努めること。 
 
②Ｂ大学 （教育原理 専任 講義 １・２年後期 ２単位 講義） 
準備学習 
 授業計画を参考に教科書の該当する部分や関心のあるテーマについて予習しましょう。  
 授業後に配布資料や教科書を参考に、ノートを見直して復習しましょう。 
成績評価方法 
 レポート（60％）・小テスト（10 ％）・演習課題（20 ％）・その他（授業感想コメント）（20 ％） 
教科書  中田、松田編著『次世代の教育原理』 大学教育出版 
参考書・WEB サイト 
 「新中等教育原理」佐々木編著 福村出版  
 「学生のための教育学」西川、長瀬編著 ナカニシヤ出版  
 「教室の悪魔?見えないいじめを解決するために」山脇由貴子著 ポプラ社 
単位取得が望ましい科目  教職概論（教育原理と同じ教員 １・２年前期 必修 ２単位） 
備考 
 教科書の利用については、理解することを中心に考え、最初から最後まで読みどのようなことが書いてあ
るかを把握してほしい。要点となる部分をアンダーラインしたり、ノートに書き写して、理解を深めてほし
い。 
 
③Ｃ大学 （教育原理 非常勤 講義 ２単位）  
授業の計画   （Ｃ大学は、各回に「準備学習の内容」が記されているので、テーマのあとに続けて   （「～」
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以降）、それを記すこととする…筆者注） 
 第１回 ガイダンス－授業の概要  ～シラバスに目を通しておくこと。 
 第２回 中学校時代をグループ討議により振り返る。 ～中学校時代を個人的に振り返っておくこと。 
 第３回 教員養成のしくみと歴史（1）－現代日本の教員養成のしくみ 
  ～Ｃ大学の教職課程の単位履修について学んでおくこと。 
 第４回 教員養成のしくみと歴史（2）－近代日本の教員養成のしくみ 
  ～近代日本の学校系統図に目を通しておくこと。 
 第５回 教員養成のしくみと歴史（3）－教育職員免許法改正（2016年） 
  ～教員養成制度の問題について考えておくこと。 
 第６回 まとめと理解度確認－教員養成のしくみと歴史 ～あらかじめ伝える復習のポイントを整理しておくこと。 
 第７回 近現代日本教育史（1）－新制中学校・高等学校の発足 
  ～新制中学校・高等学校の制度的な特徴を考えておくこと。 
 第８回 近現代日本教育史（2）－高校三原則 ～各自の出身校の沿革を調べておくこと。 
 第９回 近現代日本教育史（3）－高校・大学への進学率の上昇 ～配付資料に目を通しておくこと。 
 第10回 近現代日本教育史（4）－ゆとり教育へ ～ゆとり教育について、どのようなものかを考えておくこと。 
 第11回 近現代日本教育史（5）－学力向上へ ～学力向上に関する各自の体験を振り返っておくこと。 
 第12回 まとめと理解度確認－近現代日本教育史 ～あらかじめ伝える復習のポイントを整理しておくこと。 
 第13回 大正自由教育－自由画を中心に 
  ～学校の図画教育で、絵を描くときにどのような指導を受けたかを振り返っておくこと。 
 第14回 学校儀式と唱歌－祝日大祭日儀式を中心に ～各自の学校儀式を振り返っておくこと。 
 第15回 学校があること、学校へ通うこと ～これまでの授業を振り返っておくこと。 
テキスト  プリントを使用する 
参考書 
 姉崎洋一ほか編、2016 年、教職への道しるべ【第 3 版】、八千代出版、9784842916767 
 山田恵吾ほか編、2014 年、日本の教育文化史を学ぶ、ミネルヴァ書房、9784623067404 
 古沢常雄ほか編、2009 年、教育史、学文社、9784762016530 
 文部科学省、中学校学習指導要領  文部科学省、高等学校学習指導要領 
成績評価の方法 
 受講態度（30％ 毎回の提出物） その他（70％ ２回の理解度確認） 
質問への対応 授業後の対応が基本である（非常勤講師のため）。支障がある場合は、相談すること。 
その他  第 1 回目に、授業のねらいや進め方等をお話しするので、必ず出席すること。 
 
④Ｄ大学  教育学原論（教育史を含む） 非常勤 １年前期 ２単位） 
授業の進め方・時間外学習・学習上の助言     
 主に 1 年生を対象とし前期に開講するため、具体的な事例の提示や理論等わかりやすい講義を心がける。
履修者は講義で取り上げられた理論等について関連する文献に触れ理解を深めてほしい。講義トピックに関
してグループに分かれて互いの意見を交流させるグループワークを設けるため、時間外にグループで何度か
集まって議論をしてもらいながら 1 つのレポートをまとめる時間がある。議論を含め積極的な参加を求める。    
成績評価方法   以下の項目で総合的に判断する。 
 ①期末試験（80％）、②グループワークに参加し、グループレポート作成に関与する（20％）    
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テキスト  適宜資料を配布する。 
参考文献  適宜紹介する。 
オフィスアワー  授業終了後に教室で質問を受け付ける。    
 
⑤Ｅ大学 （教育原理 専任 ２年 ２単位） 
事前学習  参考文献を読み、講義内容を確認すること。各回、約２時間の事前学習を要する。 
事後学習   配布した資料やノートを整理すること。各回、約２時間の事後学習を要する。 
成績評価 
  筆記試験による（２回の小テスト 50％（100 点）、学期末試験 50％（100 点）、計 100％（200 点）とす
る）。小テストについては授業時に、学期末試験についてはお知らせ配信で、傾向や講評を公表する。 
テキスト  特になし。必要な資料は適宜配布する。 
参考文献 
 勝野正章・庄井良信『問いからはじめる教育学』 有斐閣、2015 年。 
 木村元・小玉重夫・船橋一男『教育学をつかむ』 有斐閣、2009 年。 
 石村卓也・伊藤朋子『教育とはなにか』 晃洋書房、2016 年。 
特記事項 
 授業回数の３分の１以上欠席した者は原則として不合格となる。  
 授業は定刻に開始するのでチャイムが鳴り終わったときには着席していること。 
オフィスアワー  講義期間中毎週火曜日・水曜日 12:15～13:00 〇〇研究室 
テキスト・教科書検索  図書館で探す 生協で購入 
 
⑥Ｆ大学 （教育学（Ａ） 専任 ２単位） 
授業方法 
 基本的には講義形式で行うが、テーマによっては受講者の発表の時間を設ける。またビデオや映像を活用
する。 
授業計画（の一部として準備学習の内容あり…筆者注） 
 〈準備学習〉として新聞や書籍、テレビやインターネットの中から「教育」について考える素材を各自で「発見」して
紹介することができるようにすること。 
成績評価方法・課題・フィードバック 
 〈到達目標〉にある「教育学のなかの基本的な用語を理解すること。各自が教育の定義を試みることがで
きること。教育現象の多様性と本質を考察できること」を踏まえ、中間レポートと学期末の試験により評価
する。なお、３分の２以上の出席は、試験を受ける資格の最低条件。 
準備学習 
 新聞・書籍・メディアから「教育」について考える情報を収集し、紹介できるように準備すること。   
教科書・参考書 
 教科書：鈴木 剛著『ペダゴジーの探究―教育の思想を鍛える十四章』（響文社、2012 年） 
 参考書：ルソー『エミール』（岩波文庫・今野一雄訳、上巻） 
    田嶋一・中野新之祐・福田須美子著『やさしい教育原理』（有斐閣アルマ、1997 年） ほか 
注意事項  日頃から、教育現象をいろんな角度から眺めてみよう。   
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⑦Ｇ大学 （教育学概論 専任 ２単位 1 年） 
準備学習の内容  
 配布プリントをもとに前回の学習内容を再確認しておくこと。参考文献によって理解を深めるとともに、
自分なりの課題（質問）を作るよう日頃から意識すること。    
評価方法・基準  試験により評価する。    
履修上の留意点  
 受け身の受講ではなく，積極的な授業参画（質問，問題提起，話題提供など）を期待する。 
教科書  特に指定しない。  
参考書  授業テーマに応じて適宜紹介する。    
 
⑧Ｈ大学 （教育原理 専任 １年前期 ２単位 講義） 
成績評価方法  期末テスト 40％ 提出物 30％ 授業態度 30％ 
教科書  なし。授業内で適宜、資料を配布します。 
参考書・参考資料  ジャン・ジャック・ルソー『エミール』今野和男訳、岩波文庫 
教室外学修の指示 
 授業前に配布資料をよく読んでおくこと。授業後には講義における課題について考察すること。２時間か
ら３時間程度／週 
受講時の注意事項 
 教員免許状の取得を前提とする講義であるので、教員を目指す意思を持って臨むこと。 
 
⑨Ｉ大学 （教育原理 専任 ２年前期 ２単位） 
授業方法    
 ・担当教員による説明を主として、講義を進めていく。 
 ・講義中、いくつかの論点を担当教員が提示し、それについてグループごとに討議を行う。 
  テーマは前週の講義内で提示するので履修者は下調べが必要となる。 
 ・毎回、所定の用紙に、自分の意見を記述し、講義を終える。 
 ・用紙に書かれた内容は、次の講義でフィードバックを行う。    
成績評価の方法    
 １．毎回の小レポート(20％) ２．ポップ作りと発表(20％) ３．テスト（60％）    
履修にあたっての注意    
 教師論・教育課程研究を履修済みの学生を条件とする。 
 また、将来的に教職に就くことを目標にしていることが履修の必須条件です。 
 実習のことを想定し、他の講義より厳格に、原則三回の欠席で不合格となりますので、気をつけて下さい。    
教科書   授業担当者『多様性を活かす教育を考える七つのヒント』共同文化社 2015  978-4-87739-276-1 
教科書・参考書に関する備考    
 教科書は「教育課程研究」（同一教員担当分）、「教育原理」、「教育制度論」の三つの講義で使用しま
す。 
 
⑩Ｊ大学 （教育学入門Ⅰ 専任３人 ２単位 １年～） 
準備学習(予習・復習)等の内容と分量             
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 毎回のテーマに沿った参考文献を提示し、復習を求める。資料を事前に読了したうえで授業に参加するこ
とを求める場合もある。 
 課題に関わる小レポートの提出を求めることがある。  
成績評価の基準と方法  討議の参加状況およびレポートにより総合的に評価する。 
テキスト・教科書  資料配布  
講義指定図書  講義の都度に指示する。  
 
 まず全体的な概要を記す。方法については、講義形式のほかに、４つの大学でグループ討
議、１つの大学で受講者の発表などを導入し、また視聴覚教材の使用を少なくとも２つの大
学が行っている。成績については、定期試験を実施している大学が７つあり、レポート課題
（各回のミニレポートを含む）を８つの大学が課している。事前・事後指導に関しては、８
つの大学で記載があり、なかには C 大学のように、毎回の事前学習への記載があるものもあ
る。教科書を使用する大学は３つで、それ以外の大学では、プリントなどでの講義を行って
いる。参考書を記載しているのは５大学であり、それ以外は「適宜指示する」といった内容
である。 
 個別の大学については、特徴的な事項の記載があるものだけを取り上げる。B 大学では教
科書使用の講義であるが、「備考」に「要点となる部分にアンダーラインしたり、ノートに
書き写して」と具体的な指示が記されている。Ｇ大学も「参考文献によって理解を深めると
ともに、自分なりの課題（質問）を作るよう日頃から意識すること。」といった指示を行っ
ている。I 大学では教育に関する文献のポップづくりという「製作」を授業に取り入れてい
る。 
  
（３）授業計画 
 最後に具体的な授業計画について分析する。 表２－１、２－２が 10 大学のそれである。
分量によってＡからＪと順番どおりになっていない。Ｃ大学（表２－２）については、回ご
とに「準備学習の内容」が記載されているが、すでに（２）で記したのでここでは省略して
いる。Ｆ大学は、本来６つの主要なテーマがあり、その中にいくつかの項目があるという授
業計画であるが、他大学の 15 回の回数にあわせるため、テーマを対象回ごとに何回も掲げて
いる。またＪ大学も同様に主要なテーマがガイダンスを除いて３つあり、その中にいくつか
の項目があるというものである。 
 個別の大学について特徴を記す。Ａ大学は、現代の子どもの実態から始まり、教育基本法
の制定について、子ども・生徒の学習過程、教員の仕事などを内容とする。この大学で取得
できる免許状の種類との関係からか、「社会科・公民科教育」や「ＥＳＤ」「防災教育」の
意義や課題についても取り上げられている。Ｂ大学は、教育目的、戦前・戦後の教育史、現
代の教育現象や改革の方向性を内容としている。Ｃ大学は、教員養成の仕組み、近現代教育
史について学習させたあと、「大正自由教育における自由画」や「学校儀式と唱歌」といっ
た個別事例がとりあげられている。おそらく免許種との関係であろう。Ｄ大学は、教育思想
としてルネサンスやヒューマニズムを取り上げ、思想家としてルソー・コメニウス、ヘルバ 
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 ルト、ペスタロッチなどを取りあげている。教育史は日本の公教育制度を中心とし、学校育
を考えるグループワークへと続いている。Ｅ大学では、教育の意義と目的から始まり、こど
もの意味、学校の成立と役割を理解した上で、教育思想史を学び、さらにデータで日本の学
校教育の状況と課題を把握させている。 
 Ｆ大学は、教育学の概念規定から始まり、子どもと社会、ユニークな学校と教育の多様な
かたち（フレネ教育やシュタイナー教育など）、教育定義の試み、教師と生徒の関係と続く。
最後に「教室と社会のあいだ、または学校と市民社会のあいだで」として、いじめや成人式
について取りあげている。Ｇ大学は、教育と人間の概念規定から始まり、教育の大まかな歴
史をふまえたあとに、戦後日本の公教育の歩みをおさえる。その上で、教師と生徒の関係、
学力・カリキュラムといった教育の個別問題について取りあげている。Ｈ大学は、教育の理
念から始まり、西洋における教育思想として、ソクラテス、プラトン、ロック、コメニウス、
などを取りあげており、さらに日本の教育史をおさえる。その後幼児期の教育で２人の人物
をおさえたあとに、教育課程と教育制度、生涯教育の歴史と課題、国際化と教育などについ
て取りあげている。I 大学は、教育現実をおさえた上で、教育・学校の概念や役割を理解さ
せ、最後に教育書籍のポップ作りを通して、教育の理想と現実を把握させている。J大学は、
C大学
第１回 【テーマ】ガイダンス－授業の概要【計画内容】この授業科目の全体計画について、授業の進め方などとともに講義する。
第２回
【テーマ】中学校時代をグループ討議により振り返る。
【計画内容】受講者のグループを組んで、小グループで中学校時代を振り返り、経験的な視点から学校
教育の抱える課題を考える。
第３回 【テーマ】教員養成のしくみと歴史（1）－現代日本の教員養成のしくみ【計画内容】現代日本の教員養成のしくみについて、開放制という理念を中心に学ぶ。
第４回 【テーマ】教員養成のしくみと歴史（2）－近代日本の教員養成のしくみ【計画内容】現代日本において、教員養成の開放制が特徴となることについて、歴史的な視点から学ぶ。
第５回
【テーマ】教員養成のしくみと歴史（3）－教育職員免許法改正（2016年）
【計画内容】日本では、2019年度大学入学者から教職課程のあり方が大きく変わる予定である。どのよう
に変わるのかを知るとともに、それは政府が教員養成政策として何をめざしているのかを考える。
第６回 【テーマ】まとめと理解度確認－教員養成のしくみと歴史【計画内容】教員養成のしくみと歴史について、まとめを行ない、その後理解度を確認する。
第７回
【テーマ】近現代日本教育史（1）－新制中学校・高等学校の発足
【計画内容】近現代教育史を、現在の学校制度でいえば中学校と高等学校に相当する中等教育に焦点
をあてて学ぶ。まず、その最初として、各自の出身校の歴史を調べられるようにする。
第８回
【テーマ】近現代日本教育史（2）－高校三原則
【計画内容】敗戦後の高校統合・設立について、のちに高校三原則と呼ばれるようになる特徴を視点と
して学ぶ。また、敗戦直後の学習指導要領（試案）など、教育課程・方法の特徴も学ぶ。
第９回
【テーマ】近現代日本教育史（3）－高校・大学への進学率の上昇
【計画内容】義務教育以後への進学率について、統計に基づいて1960～70年代を中心に学ぶ。その
際に、どのような教育課題が生じたのかを学ぶ。
第１０回 【テーマ】近現代日本教育史（4）－ゆとり教育へ【計画内容】ゆとり教育とはどのような内容をもった教育であったのかを整理するとともに、なぜそのような教育政策がとられたのかを学ぶ。
第１１回
【テーマ】近現代日本教育史（5）－学力向上へ
【計画内容】ゆとり教育から現在とられている学力向上路線への転換について、その背景とともに現
状について学ぶ。
第１２回 【テーマ】まとめと理解度確認－近現代日本教育史【計画内容】近現代日本教育史について、まとめを行ない、その後理解度を確認する。
第１３回 【テーマ】大正自由教育－自由画を中心に【計画内容】大正自由教育について、特徴として取り上げられる自由画を中心に学ぶ。
第１４回 【テーマ】学校儀式と唱歌－祝日大祭日儀式を中心に【計画内容】近代日本の学校儀式について学び、歌うことの意味も考える。
第１５回 【テーマ】学校があること、学校へ通うこと【計画内容】近現代日本教育史を通じて、学校に通うということを歴史的に考え、この授業のまとめとする。
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唯一 10回の内容であり、教育を受ける権利と貧困、学校という制度、現代社会と人間形成の
３つのテーマをそれぞれの専任教員が担当している。 
  
おわりに 
 以上、教育職員免許法における「教育原理」の位置づけをおさえた上で、「教育原理」の
テキストと「教育原理」のシラバスの分析を行った。そこで明らかになったことは以下の通
りである。 
 まず、教育職員免許法における「教育原理」の位置づけは、基礎的・理念的な部分を占め
ることには変わりないが、他の科目が増加していくにしたがって、内容が狭まってきたとい
う点である。現在は、いわゆる「哲学」と「歴史」の部分が中心となっている。 
 それは、「教育原理」のテキストの内容でも明らかである。もちろん執筆者の意図によっ
て、教育内容や方法、教育行政、学校経営といった内容や教師に関する言及が、今のテキス
トにも含まれている場合もある。しかし、はっきりと基礎科目として、「哲学」や「歴史」
に特化しているテキストも見られるようになった。しかし、単なる人物史や通史ではなく、
教育の諸問題を扱うために、「哲学」や「歴史」を使うという方法を用いているテキストも
多い。また現在・未来という時代を意識したテキストもある。 
 実際の「教育原理」の講義もこの傾向が強い。「哲学」や「歴史」をおさえるのも、教育
の現実を理解するためのものであり、教師として自分自身で、教育の諸問題について考える
方法論を身につけさせようとしている講義が多いのである。その方法としては、単なる講義
ではなく、視聴覚教材の利用やグループワーク、さらに製作などが取り上げられていた。 
 それでは、これらをふまえて、2019年度から筆者が担当する「教育原理」をどのように構
築していけばよいのだろうか。すでに「はじめに」において、「教育原理」は教職課程の科
目の中で最も理念的な科目であり、これまでの授業のイメージからすると、アクティブ・ラ
ーニグと「肌があわない」関係にある、と指摘した。そのような現実の中で、どのように「教
育原理」の授業を行っていけばよいのだろうか。 
 まず、「教育原理」の内容については、筆者がこれまでこの科目を担当してこなかったた
め、オーソドックスな内容としたい。すなわち、教育や学校の「哲学」と「歴史」をふまえ
て「現代日本の教育現実」を理解させたい。その際には、筆者が日本教育史を専門としてい
るので、理念の内容は、歴史の中に入れ込むかたちで授業を構築したい。そのうえで、学生
自身がこのような現実の中で教師となって、どのような授業を行いたいかを検討させる授業
としたい。よって、授業の到達目標およびテーマは、以下のようにする。 
  
 「教育」「学校」とは何かについて自分の経験に照らしながら考察する。さらにそれを対象化することも
目指す。その目標は以下の３点である。 
  １、「教育」「学校」の意味を歴史的に理解する。 
  ２、現代の様々な教育問題を知り、分析的に考察する。 
  ３、教師となる自分が、「学校」でどのような「教育」を行うべきかを考える。 
  
 続いて、これらをどう学生に指導するかという「方法」である。これもまた「はじめに」
において、アクティブ・ラーニングは「方法」か、という視点を提示した。これに関して、
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いくつかの論者の考えをみてみよう。 
 まず、アクティブ・ラーニングを全く否定し、概念として成り立たないものだとする宇佐
見寛の論である。「「アクティブ・ラーニング」は粗雑・あいまいな英（米）語の語句であ
る。だから、日本語に訳すことが出来ない」というのである 19）。アクティブ・ラーニング
を「主体的・対話的で深い学び」におきかえたとしても問題があるとする。「「主体的」と
「深い学び」は自明的に望ましいことになっている語」であるが、「対話的な学びにはこの
ような自明性は無い」として、「対話的な学び」は二つの理由から、学問的な主張として成
り立たないとする。そのうちの一つをここに掲げる。 
 
 一、「対話的」は、現場の授業においては、それ以外の方法を排除する原理として解釈される。例えば、  
次のような学びは無視されることになる。 
  １、「一人で自力で考えつづける学び」 
  ２、「野外の自然物を独りで体験する学び」 
  ３、「美の世界を想像し創造する学び」20） 
  
 二つめの理由は長いのでここには記さないが、理想的な状態を持ち出して「対話的な学び」
の良さの論拠として示している不公正さを指摘している。そのうえで、「講義でさえ、理想
的に行われた場合には、すばらしいのである。伝達内容を整理し、具体例を豊富に話し、要
所では発問し復誦させ……といった理想的な講義は有り得る」21）とする。 
  筆者は、アクティブ・ラーニングのもつ「対話的な学び」を導入しようと考えるが、その
際に宇佐見がいう「一人で自力で考えつづける学び」も大切にしたいと考える。 
 続いて、アクティブ・ラーニングは「方法」ではないとする、諏訪哲二の論である。諏訪
は「アクティブ・ラーニングも「ゆとり」教育と同じように、理屈（理論）は正しいが、現
実の展開において、人間が教えること、人間が学ぶことの伝統的なあり方や、教師と生徒と
の人間的対面の不確実性をうまくクリアーできるかどうか危なっかしい」22）という。また、
「根本的な「知」に対する向き合い方について顧みれば、授業形態にかかわらず積極的にや
りたい子は積極的に、消極的な子は消極的にやるだろう」とし、「アクティブ・ラーニング
は生徒の人間としての根源的な多様性を認めていないことにならないだろうか。アクティ
ブ・ラーニングの推奨者は、授業や学習で能動的であるのは人間の本質であると決めつけて
いるのであろう。一斉授業では生徒の個性、多様性が認められないからとアクティブ・ラー
ニングが推し進められる」とも述べる。23）「そういう多様な生徒を一緒くたにして、「能動
的学習」に追い込もうとする。それは人間の「知」の受容の自然性の沿うものであろうか。
大いに疑問である」24）と疑問を呈している。結論として諏訪は、「アクティブ・ラーニング
は教育方法ではなく精神として位置づけるべきもののように思える」25）としている。宇佐見
のように全面否定はしないが、たんなる「方法」と捉えずに「精神」として捉え、参考にす
ればよい、とするのである。 
筆者はそのうえで、多様な学生に対して、個人一人一人で考える機会を与え、一方で仲間
と討論をする中で、様々な意見を酌み交わすという「方法」を取りたいと考える。 
 佐貫浩は、真のアクティブ・ラーニングを目指す条件が整っていないとして批判する。「た
だ表面的な「アクティブ」な学習形態だけを持ち込んでも、効果はない。あるいはかえって
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歪みを生み出すことになる」26）とし、その原因を以下の４つにまとめている。……は筆者の
省略である。 
 
 第一に、日本型受験学力が、そもそもアクティブな学を疎外しているといわなければならない。…… 
 第二に、学びにおけるアクティブさと、人間的な主体の確立という問題の関係の仕方である。……子ども
の主体性をいかに高めるかという方法論がアクティブ・ラーニングの土台に組み込まれなければならない。 
 第三に、教育条件の問題がある。……教育条件の改善が伴わなければ、アクティブな学びも広がらない。 
 第四に、アクティブな学びを創り出すための工夫の自由が、どれだけ保障されているかという問題があ 
る。27） 
 
 そのうえで佐貫は、文部科学省がアクティブ・ラーニングを「主体的・対話的で深い学び」
に置き換えた事実を、真のアクティブ・ラーニングを目指すことに教育行政側が「強い警戒
心」をもったからではないかと推察する。「アクティブな学習は、教育条理としてその探求
を奨励していくならば、子どもの思考の自由、教師の自由な授業研究、教材開発と自主編成
など」といった、「教育学的探求を強める可能性」があるからである。28）佐貫は、本来のア
クティブ・ラーニングは肯定し、条件が整っていない中での実施が、問題を引き起こすとし
ているのである。 
 筆者は、少なくとも大学教育においては、教員の自主性がある程度は認められており、学
生の思考の自由を尊重したいと考える。 
 以上から、筆者はアクティブ・ラーニングをやはり「方法」として「教育原理」の授業を
構築したい。よって、授業の概要（方法）は以下のようにする。 
 
 「教育」「学校」に関する理論や具体的な事例を提示する講義をまず行う。そのうえで履修者はその事例
や理論について自分自身で考察を深める。さらに講義トピックに関してグループに分かれて互いの意見を交
流させるグループワークを行う。 
 
 教科書は用いず、プリントを使用することとする。参考書としては「学習指導要領量」以
外のものを適宜指示することにしたい。評価基準は、「各回でのミニレポート（30％）、グ
ループワークでの態度（20％）、定期試験（50％）」とする。 
 最後に具体的な 15 回分の授業計画を以下に示す。 
  
  第１回 ：オリエンテーション－教育とは何か、学校とは何か 
 第２回 ：子どもの発見と教育の誕生 
 第３回 ：教育の組織化と学校の誕生  
 第４回 ：公教育とは何か 
 第５回 ：近代日本の教育 
 第６回 ：占領下日本の教育 
 第 7 回 ：高度経済成長以降の日本の教育 
 第８回 ：数値にみる日本の教育 
 第９回 ：体罰 
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 第 10 回：いじめ 
 第 11 回：学歴志向 
 第 12 回：教育格差 
 第 13 回：国際化社会 
 第 14 回：生涯学習社会 
 第 15 回：まとめ－さらなる教職課程授業へむけて 
 
 第１回から８回までは、筆者が講義を行ったあとに、学生自身による考察を行わせる。第
９回以降のテーマに関しては、筆者が講義を行い、学生個人による考察のあとに、グループ
による討議を行わせたい。 
 最後に、２つの課題を記す。 第一に、第９回以降のテーマに関する、より具体的な内容
の検討である、もちろん講義全体の内容をよりつめる必要があるが、とくに第９回以降は、
グループ討議を行わせるために、教育に関する重要な事項で、学生が考えやすい具体的なテ
ーマを見つける必要がある。 
 第二に、前期に行われる「教師論」との関係である。この講義も筆者が担当しており、こ
れまでは、前半部分では教師論史をふまえて、教職の専門性を考察した。後半では、学校・
学級・教育内容・教職の職務と採用といった個別テーマをトピックス的にあつかった。これ
らの内容を、「教育原理」をどうつなげていくか、が課題となる。 
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